
育児休業手当金に係る上限額等が変更されました 

 
令和７年８月１日から、雇用保険法の改正に伴い、次のとおり上限額等が変更され

ましたのでお知らせします。 

 

〇育児休業手当金・育児休業支援手当金、介護休業手当金 

標準報酬日額（標準報酬月額の 1/22）に支給率を乗じて算定される給付日額の上限 

給  付 変更前 
（令和７年７月３１日まで） 

変更後 
（令和７年８月１日から） 

育児休業手当金 

育児休業開始日から 180日目まで 

（支給率６７％） 
１４，３３４円 １４，７１８円 

181日目から支給終了日まで 

（支給率５０％） 
１０，６９７円 １０，９８４円 

育児休業支援手当金（支給率１３％）  ２，７８１円  ２，８５５円 

介護休業手当金（支給率６７％） １５，７７８円 １６，２０７円 

※標準報酬月額が次の額に該当する場合は、この給付上限日額が適用されます。 

育児休業手当金・育児休業支援手当金：５０万円以上 介護休業手当金：５６万円以上 

 

〇育児時短勤務手当金 

 変更前 
（令和７年７月３１日まで） 

変更後 
（令和７年８月１日から） 

最低限度額（注 1）    ２，２９５円    ２，４１１円 

基準報酬月額相当額（注 2）  ４７０，７００円  ４８３，３００円 

支給限度額（注 3）  ４５９，０００円  ４７１，３９３円 

※育児時短勤務手当金は、育児時短勤務開始日の属する月の標準報酬の月額に対し、支給対象

月に支払われた報酬の額が下回った場合に、報酬の最大 10％が給付されます。 

（注 1）最低限度額：算定された給付額が最低限度額を下回る場合は給付がありません。 

（注 2）基準報酬月額相当額：標準報酬月額が当該額を上回る場合に、標準報酬月額に代わり算定

に使用される額です。 

（注 3）支給限度額：支給対象月の報酬が支給限度額を上回る場合は給付がありません。また、報

酬＋給付額の合計が支給限度額を上回る場合、支給限度額と報酬の差額を給付します。 

 


